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倉敷市地域



地域住宅計画

令和 7 年度 ～ 11 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

 計画期間

　倉敷市は、岡山県の南部に位置し、人口約４７万４千人、世帯数約２２万１千世帯の地域である。倉敷川周辺には、有力商人の
商家や、物資輸送に携わった水夫達の町家が建ち並び、伝統的な町並みを形成している。倉敷市の老齢人口（６５歳以上）は約１
３万２千人と全体人口の約２８％を占める。令和２年度の国勢調査時においての老齢人口は約１２万５千人（全体の約２７％）で
あり、前回の調査から約１％上昇している。
　令和５年住宅・土地統計調査によると、６５歳以上の単身世帯と６５歳以上の夫婦世帯の総数は約５万世帯で、そのうち借家に
居住している世帯は約８，７００世帯である。また、倉敷市内の共同住宅（借家に限る）総数約５．３万戸に対し、高齢者対応型
共同住宅戸数は３，８００戸にとどまっている。高齢者世帯数が、高齢者対応型共同住宅戸数を大きく上回っており、この格差の
解消が住宅政策において重要な事項となっている。
　一方、倉敷市営住宅等の管理戸数は、現在４，４０８戸で倉敷地区が半数以上を占め、次いで児島、水島、玉島、真備、船穂地
区の順となっている。また、建築年別の住戸数を見ると、１９６６～１９８０年度に建てられた住戸数は、２,９４４戸で、全体の
約７割を占め、中層耐火構造の住戸では、耐用年数の１／２を経過するものが約７０％超となっている。この中層耐火構造の住戸
の延伸を図ることが、重要な事項となっている。

　人口の高齢化に伴い、健康に過ごす高齢期間が延びるとともに価値観の変化や住宅事情から子供世帯とは別に独立して居住する
高齢者世帯が増加している。このような状況の中、高齢者単身・夫婦世帯の心身状況に対応した住宅整備が急務となっている。
　一方、公営住宅については、昭和３０～４０年代に建設されたものが多数存在し、性能や機能面で依然として居住水準が低い状
態のままである。
　倉敷市住生活基本計画が令和５年に策定されてから概ね２年を経過することから、目標の再検討を行うことが必要となってい
る。

 計画の名称 　倉敷市地域

 都道府県名 岡山県  作成主体名 倉敷市



単　位 基準年度 目標年度

住宅確保要配慮者に対する住宅の
確保

%
家賃減額補助の対象となる地域優良賃
貸住宅の全体戸数に対する空き住戸の
割合

19 Ｒ7 15 Ｒ11

市営住宅等の長寿命化の推進
（長寿命化計画の達成率の増加）

%
倉敷市営住宅等長寿命化計画に基づ
いて実施する長寿命化に資する改修工
事（Ｒ７～Ｒ１１）の達成状況

0 Ｒ7 100 Ｒ11

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

歴史・文化や地域の特性を活かした住み良い『倉敷の住生活』が享受できるまちを目指し、安心して住み続けることができ、
誰もが住み良い居住環境を守り・育む、住まい・まちづくりを進める。

 ４．目標を定量化する指標等

指　　標 定　　義 従前値 目標値



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

(1) 基幹事業の概要

○公営住宅等ストック総合改善事業
　・住戸改善
　・共用部分改善 等

○公的賃貸住宅家賃低廉化事業
　対象とする住宅
　・市営中庄団地（建替分）
　・市営川辺団地（建替分）
　・地域優良賃貸住宅（サービス付き高齢者向け住宅）

〇災害公営住宅家賃低廉化事業
　対象とする住宅
　・災害公営住宅（新規整備分）

(2)提案事業の概要

該当なし

(3)その他（関連事業など）

該当なし



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業

交付期間内

事業費

26棟 917

318戸 127

27戸 23

91戸 307

1,374

提案事業

交付期間内

事業費

0

（参考）関連事業 　　※交付期間内

       事業費は

       概算事業費

合計

事業 事業主体 規模等

合計

事業 事業主体 規模等
細項目

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 倉敷市

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 民間事業者

災害公営住宅家賃低廉化事業 倉敷市

事業 事業主体 規模等

公営住宅等ストック総合改善事業　※防災・安全交付金 倉敷市



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

 １０．住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

該当なし

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条
に規定する施行要件の特例の対象となります。

該当なし

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載す
る場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例の対象となりま
す。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）

平成２０年２月議会において暴力団排除の旨を追加した条例が議決され、同年４月１１日に各所轄警察
署と確認書を締結した。

空き家の住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅としての活用は、市街化区域において推進する。


